
 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ．茅ヶ崎市環境基本計画（2011年版） 

進捗状況報告書（平成 25年度版）に対する 

市民意見への回答 

 

 

なああ 

平成 25年 7 月に発行した「茅ヶ崎市環境基本計画（2011

年版）進捗状況報告書（平成 25年度版）」について、平成 25

年 7月 8日（月）から平成 25年 7月 21日（日）の 14日間に

わたり、市民の皆様のご意見を募集いたしました。その結果、

5名の方より 64件のご意見をいただきました。ここでは、頂

いたご意見に対する市からの回答をお示ししています。 
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件数
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38
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0
1
10
0
64

No. 意見 担当課 回答

　大都市のビルの屋上に設置した菜園での
野菜収穫や公共施設の屋上に設置した水
田での稲刈りなど、ヒートアイランド現象の緩
和対策や緑を増やす目的などにより進めら
れている屋上緑化において、水田や畑を設
置する事例が増えつつあります。
　今回、進捗状況報告書の表紙に掲載いた
しました汐見台小学校の水田は、本市の小
中学校では初となる屋上水田となります。こ
の水田を利用して児童による田植え、稲刈
りなどの農作業を農家の方の指導を受けな
がら行うことは、地域と学校が連携した貴重
な環境教育となります。また、環境基本計画
におきましても、施策の柱として学校教育に
おける環境教育を挙げ、重点施策を補完す
る施策として学校におけるビオトープづくり
や屋上緑化、壁面緑化を子どもたちと推進
していくこととしております。環境審議会に
おいて評価作業を行っていただいている重
点施策ではありませんが、学校における環
境教育の一場面を十分紹介できるものと考
えております。
　進捗状況報告書の公表は、本市の環境
への取り組み状況を市民の皆様に知ってい
ただき、ご意見を頂くために行っておりま
す。そのためには一人でも多くの方に報告
書をご覧いただくことが必要です。報告書の
分かりやすさについては発行に当たって毎
回追求している課題であり、表紙もお手に
取っていただくために興味を惹くものを考え
ております。環境に関する報告書という性格
から難しく堅いイメージを与え、皆様にご覧
いただくことがなかなか難しい面もあります
が、今回の表紙は校舎屋上の田んぼで環
境学習に取り組む、子どもたちの生き生きと
した表情の写真を用い、環境学習の楽しさ
をお伝えするとともに子どもたちの表情から
湧き出る訴求力により、多くの方に報告書を
ご覧になっていただきたいという考えから用
いたものです。

環境政策課

テーマ2　市域全体の自然環境の保全・再生の仕組みづくり

③その他

　茅ヶ崎の環境基本計画の進捗状況報告書の表紙
が、汐見台小学校の屋上田んぼというのは、納得で
きません。環境基本計画のどの重点施策にあたり、
何を象徴しているのですか。

テーマ1　特に重要度の高い自然環境の保全

テーマ3　資源循環型社会の構築

●意見提出者数　5人

●内容別の意見件数

テーマ4　低炭素社会の構築

テーマ5　計画を確実に進めていくための人づくり

合計

●募集期間　平成25年7月8日（月）～平成25年7月21日（日）

茅ヶ崎市環境基本計画（2011年版）
進捗状況報告書（平成25年度版）に対する市民意見への回答

①茅ヶ崎市環境基本計画進捗状況報告書全般について

①茅ヶ崎市環境基本計画進捗状況報告書全般について

②重点施策

●意見の件数　64件

1

項目
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No. 意見 担当課 回答

2

　前回、環境基本計画年次報告書（平成24年度版）
に対する審議会委員としての私の意見を出しまし
た。その中で「評価を踏まえた今後の方向性」が、
評価を踏まえたものでないものが多く、どうしてそう
なったのか理由を書いてほしい、また環境審議会が
了承したものではないと書き加えてほしいとお願い
しました。
　今回、24年度の取り組み目標が目的に合っていな
い点はそのままなので、やはり評価がしにくくなって
いると思います。

環境政策課

　年次報告書に記載しております「評価を踏
まえた今後の方向性」は、環境審議会よりい
ただいた答申の内容を踏まえて各担当課で
検討した次年度以降の施策展開をお示しし
たものです。環境基本計画の評価におきま
しては、9月にいただいた答申内容を翌年
度の予算要求に反映させ、さらに下半期の
事業への反映にも努めております。下半期
の事業にも反映させることで、次年度におけ
る環境審議会の評価作業において審議会
からの意見や評価の反映を確認することが
できます。しかしながら、取り組みの優先度
や事業実施の時期などから、担当課におい
て答申で頂いたご意見の全てを反映するこ
とは難しく、この点につきましてはご理解の
ほどお願いいたします。
　答申は、環境審議会委員の皆様が短期
間で多くの時間を費やし審議した貴重なご
意見であることから、次年度以降の事業はも
ちろん、可能な限り即座の事業展開に繋げ
られますよう努めてまいります。

3

　ＰＤＣＡのサイクルで進行管理をするということを掲
げ、担当課として出来るだけの事をしていると思いま
す。ページ3にあるように、行政だけの進捗管理の
内容で、審議会委員が評価するのではなく、チェッ
クの段階で市民・事業者のモニタリング、検証結果
が組み込まれている必要があると思います。今それ
がない状況なので、出来るだけこの報告書に対する
市民意見を審議会委員の方は参考にしてください。

4

　P3の進行管理の図ですが　報告書が出る前に「市
民・事業者によるモニタリング」が行われたのでしょう
か？行われればもう尐し充実した評価になったと思
います。来年はお願いします。

5

　まずなによりも「コア地域」と言う言葉が環境基本
計画で独り歩きしていることでいろいろな問題が起き
ていることを認識する必要があります。自然環境評
価調査（前回調査）では、字（あざ）などで区分した
76地区について評価を行い、そのうちの７地区がコ
アマップ対象地区として抽出されました。再調査の
際に、前回調査の結果から７つの対象地区の中で
重要な部分を浮き上がらせています。今回浮かびあ
がった場所が真のコア地域であることを理解し、各
コア地域の特性をよく理解しないと、何が最善かの
議論にも至らないと思います。柳島で先年「とにかく
砂防林を切ってはいけない」と市民が問題にした事
件がありました。しかし実際に現地をみると、それら
の木のほとんどが植栽であったり、移入種であったり
で、迷走が目立ちました。これは「柳島の何が重要
か」が理解できてなかったための出来事です。コア
地域の場所と特性をみんなでしっかりと学び合うこと
が必要と考えます。

環境政策課
景観みどり課

　自然環境評価調査において特に重要な
地域として挙げた７地域の優先的な保全を
環境基本計画で位置付けております。各地
域の保全管理における具体的な取り組みを
進める上で、それぞれの貴重な動植物の生
息場所、地域の特徴や現状を正確に把握
し理解すること、また、こうした情報を多くの
皆様に知っていただくことは重要なことであ
ると認識しております。
　柳島地区におきましても、現場の樹木の
状況などは審議会等にお知らせしておりま
した。ただ、外部機関との連携、庁内での情
報共有が十分に図られず、情報提供のタイ
ミングを逸し、審議時間を確保できなかった
ことが反省すべき点でした。
　庁内での情報共有は当然のこと、市民の
皆様や関係機関に各コア地域の特性や現
状を知っていただくとともに、コア地域に影
響を与える事態の情報共有をしっかりと行っ
ていくことが重要と認識し、今後の保全管理
を進めてまいります。

環境政策課

　「市民・事業者によるモニタリング」の例とし
て、計画では「コア地域のモニタリング」と
「家庭・事業者等におけるエネルギー消費
量のモニタリング」を挙げています。前者に
ついては、平成15～17年度に実施した自
然環境評価調査に続いて、平成23年度に
再調査を実施し、各地域における指標種の
生育・生息状況を報告書に掲載していま
す。なお、次回の自然環境評価調査は平
成28年度実施を目標としています。
　また、後者については「ちがさきエコシー
ト」を活用し、家庭でのエネルギーの使用量
の把握に努め、その結果を「前年度に比べ
てエネルギー使用量を削減できた家庭数の
割合」として報告書に掲載していますが、年
間を通してのデータが得られないこと、サン
プル数が尐ないこと等の問題があり課題と
なっています。
　なお、市民の方々によるご意見は、茅ヶ崎
市環境基本条例第22条2の規定に基づき、
環境審議会に提出しております。
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No. 意見 担当課 回答

6

・目標1について
　目標に掲げられている市民によるモニタリングの目
的は、「コア地域の適切な保全管理を行うため」で
す。市民は、保全されることを願って、調査に協力し
ています。23、24年度のモニタリングの評価結果
は、テーマ2の「市域全体の自然環境の保全・再生
の仕組みづくり」の中の目標5・6・7・8を可能にし推
進する、そのような委託事業だったはずです。特に
生物多様性地域戦略策定や生物多様性の保全・
再生のためのガイドラインができていないのに、どう
してＡ評価なのか分かりません。

7

　P10の目標1の評価は、再評価調査を行ったという
ことでAのようですが、市民が頑張って調査をしたこ
との評価でしょうね。この調査結果の適切な分析が
「コア地域の保全管理計画」につながるはずです。
指標種の下がった理由、課題、そして行政として何
を行うのかが示されるべき。また城之腰、汐見台を
調査結果に入れたがこの2つの地域をどうするの
か、明らかになっていません。どのようにされるのか
お考えを示してください。
　評価再調査の終了時には、生物多様性検討会の
設置、生物多様性地域戦略の策定ができる予定で
した。評価再調査したが、これらの目標が果たされ
ていると思えず、A評価は疑問です。

8

・目標2について
　前年度の審議会の評価では、「コア地域の既存の
活動組織を総括する市としての組織の構築や保全
管理計画の策定には予算が必要である」としていま
す。しかし、予算がついたわけではなく、清水谷を
優先して行うとしているが、それも24年度には出来
なかった事はしっかり受け止めるべきです。
　担当課の評価の中で、柳島に関しては「既存の計
画」に基づいた取り組みを進めるとしているが、どの
計画ですか？「柳島キャンプ場の自然環境保全」で
すか？これはコア地域の計画ではありません。
　長谷、行谷に関しては、「土地所有者との協議との
もと、保全に向けた共通認識を得ながら体制を整備
する」としているが、どのような体制ですか？長谷と
行谷は条件がまったく異なると思いますので、ただ
書くだけでは書かない方が良いと思います。

景観みどり課

　各コア地域の保全管理計画作成について
は、自然環境評価調査及び再調査結果を
はじめ、土地利用状況、各コア地域の特徴
や状況を勘案しながら作成していきたいと
考えております。
　柳島に関しましては、キャンプ場内につい
て既存の計画（｢柳島キャンプ場の自然環
境保全｣）に基づいた取り組みを進めるとと
もに、コア地域としての保全管理の方針を
検討してまいります。

9

　「各コア地域の保全をするために、平成25年度ま
でにコア地域ごとの活動組織を設置し保全管理計
画を作成します。」とありますが、土地の公有地化が
図られなければ、組織を作り計画を立てただけでは
保全できません。保全作業さえできないことも多い
です。まず、いろいろな方策を練って、コア地域の
公有地化を図ることを忘れてはなりません。その明
記が必要ではないでしょうか。

景観みどり課

　コア地域の公有地化は、重要な自然環境
を保全するうえで最も確実な手法ですが、
現在の市の限られた財源や「緑のまちづくり
基金」の積立額からは困難な状況です。
　公有地化に向けて財源を捻出したり、新
たな財源を確保するにも、これまでも回答さ
せていただいておりますとおり、まずは本市
にとって重要度の高い自然環境の価値に
ついて多くの市民に知っていただき、理解
を得ることが必要と考えております。
　環境基本計画では、各地域における保全
管理計画を策定し、コア地域の価値や将来
像を明確にするとともに、新たな財源の確保
策の確立を掲げ、取り組みを進めておりま
す。

景観みどり課

　目標1については、市民の皆様や各分野
の専門家によるご協力のもと、平成23年度
に自然環境評価再調査を実施し、平成24
年11月に調査結果の報告書を発行して
データの更新を無事に行うことができたた
め、A評価といたしました。現状、調査結果
を活かしきれているとは言えず、課題も山積
しておりますが、今後各コア地域の特徴を
勘案した保全管理計画の作成や生物多様
性地域戦略の検討の際に活用していきたい
と考えております。
　また、23年度調査において評価の高かっ
た城之腰と汐見台について、現時点でコア
地域として位置付けるなどの具体的な措置
は考えておりませんが、引き続きモニタリン
グを行うべき地域と捉えております。
　自然環境評価調査については今後も定
期的に実施し、本市の貴重な自然環境の
保全に役立ててまいります。

②重点施策

テーマ1　特に重要度の高い自然環境の保全

施策の柱1．1　コア地域の保全管理体制、財政担保システムの確立
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No. 意見 担当課 回答

10

　組織作りに関して、柳谷と清水谷はすでに管理し
ている組織がありますが、その他の保全作業は、同
じメンバーがあっちもこっちも保全作業をやっている
状況です。作業をやる人と調査をやる人も重複して
います。市民の余力にも限界があります。かといっ
て、現状の行政職員体制で作業を引き受けるのも
実際のところ不可能でしょう。担当課だけでなく、役
所全組織の取り組みで、若手職員の研修として、保
全作業組織に参加する。また公務での研修だけで
なく、保全組織にボランティアで参加することが、評
価の対象となるような仕組みをつくると良いのではな
いでしょうか。（これは若手だけでなく、肩書きのある
人も評価の対象とする）
　また、市民にはいつも無償にするのではなく、交
通費+弁当代程度の補助を考えるべきではないで
しょうか？行政の予算もあるので毎回でなくてもいい
のですがそういった努力が必要では？

景観みどり課

　日頃より本市の自然環境の保全、再生に
ご尽力をいただきありがとうございます。ご
指摘のとおり、自然環境を将来にわたって
保全するためには、限られた方だけにその
負担を強いていては限界があります。一人
でも多くの方に価値観を共有していただき、
多くの方が保全活動に参加していただくこと
が後継者育成の観点からも望ましいと考え
ております。このためには自然環境の重要
性について情報発信していくことが必要で
すが、現段階では不十分であるため、保全
管理計画の早期策定とともに積極的な情報
発信に努めてまいります。
　また、保全管理団体が立ち上がるまでの
保全管理については除草作業等に必要な
予算確保に努めてまいります。

11

　目標1、あるいは目標2にも繋がっていますが、コア
地域で何か問題があると「評価調査各分野のリー
ダー、サブリーダー」、または「旧自然環境評価再調
査検討委員」に担当課から連絡がありますが、その
メンバー構成も不明瞭です。この組織も位置づけや
役割を明確にする必要があると思います。コア地域
を調査したメンバーとさらに市民を交えて、保全の
在り方について意見交換をして、保全管理計画を
作成したらどうでしょうか？
　柳谷がうまく行っていると書かれています。その手
法をまねてみたらいかがでしょうか。

景観みどり課

　
　コア地域において調査が必要な一定規模
の事象が発生した場合には、自然環境評
価再調査にご協力いただいた各分野のリー
ダーとサブリーダー、または同調査検討委
員にお知らせして、意見交換あるいは所有
者のご理解が得られた場合には現地調査
をお願いしているところですが、メンバーに
ついては事象の内容を踏まえて抽出させて
いただいております。組織としての位置付け
や役割についてはご意見のように曖昧な部
分が残るため、今後の検討課題とさせてい
ただきます。
　なお、保全管理計画の作成に際しては、
計画の対象地の特徴や管理状況等を勘案
し、当該地で保全管理活動をしていただい
ている市民の方々をはじめ、学識経験者、
関係審議会や自然環境評価再調査の各
チームリーダー等から意見を聴取し作成し
ていきたいと考えております。

12

・重点施策1について
　24年度の取り組み目標は、全て出来なかったので
すから、Ｃではなく、良くてもＤでしょう。なぜ出来な
かったのか、何が問題だったのか、明確にすべきで
す。特にこの保全管理計画がモデルとなり、今後の
各コア地域の保全管理計画の策定スケジュールが
組まれるとすると、心もとない限りです。
　また、各コア地域の区域内において重点的に保
全するエリアの設定を検討するということですが、ど
のような方法で誰が行うのでしょうか？
　コア地域自体がすでに開発された地域のわずか
に残っている状況の所です。その上、これ以上狭い
範囲を保全するエリアとする意味があるのでしょう
か？単に珍しいものが生息しているポイントの場所
だけをという事では、貧しくなってしまった茅ヶ崎市
の自然環境の保全はできないと考えます。

景観みどり課

　自然環境評価調査の際に特に評価の高
い地区としてコアマップ対象地区として７カ
所を抽出し、評価再調査の際には各コア地
域の今後のモニタリングエリアを設定いたし
ました。保全管理計画を作成する際には、
各コア地域において高く評価された頄目を
軸に、その環境を保全するためにどこまで
の範囲を保全の対象とすべきか検討が必
要です。また、特別緑地保全地区等の指定
により土地利用の規制を行う場合でも、どの
エリアまで規制が必要なのか、また、規制す
るエリア外でも緩衝地帯としてどこが必要な
のかを明確にすることが施策を進めるうえで
重要となります。
　なお、エリアの設定については自然環境
評価調査、評価再調査や過去の土地利用
状況及び航空写真等を参考に検討を行い
各審議会や調査員等の意見を踏まえエリア
設定を行いたいと考えております。
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13

　P12の、清水谷の次の特別緑地保全地区の候補
に赤羽根十三図、平太夫新田が上がっています
が、その根拠は何か明らかにしたほうがよいと思い
ます。市民からの賛同が得られると思えないです。
みどりの基本計画にも「平太夫新田」は上がってい
ません。自然環境評価も城之腰のほうが上です。こ
れは唐突な案でとても賛成できない。市民への説明
もつかないのではないでしょうか？

景観みどり課

　12ページについては、特別緑地保全地区
の指定候補地ではなく、保全管理体制の構
築と管理計画の策定について説明させて頂
いたものです。
　茅ヶ崎市みどりの基本計画における特別
緑地保全地区の候補地は、平成23年度に
指定を行った清水谷の他に、行谷広町、赤
羽根斜面林、赤羽根十三図、長谷の4カ所
としています。
　赤羽根十三図については、評価の高いエ
リアの土地所有者が尐数であり、ご理解を
得ながら保全管理活動をさせていただいて
いる地域です。
　平太夫新田については特別緑地保全地
区の候補地ではありませんが、国有である
河川敷が含まれる点で管理保全に関する
協力が得られやすいと考え計画の策定に
おける優先度を上げています。
　以上のことから、評価調査における評価が
高いこと、土地所有者が一定の理解を示し
ていること等を踏まえ、環境基本計画にお
いても赤羽根十三図、平太夫新田の保全
管理の体制と計画策定の優先度が高くなっ
ております。

14

・重点施策2について
　24年度の取り組み目標にある、国の社会資本整
備総合交付金は特別緑地保全地区である清水谷
だけに使えるものなので、年次報告書にもその記述
をしていただいたのですが、今回はまた外されてい
ます。特緑になればついてくるものであるので、活
用を図らない方がおかしいと思います。
　取り組みはその内容とは全然違うものが書かれて
います。今まで緑のまちづくり基金の活用方法の課
題があるから処分の方法や決定システムを変更しよ
うとしているので、その事を書かなければいけないの
ではないかと思う。
　「課題と今後の方向性」にある「・・・財源確保の方
法として、国及び県等の助成制度の活用を調査し
ていきます」とあるが、この文言は長年書かれている
が、具体的になったことがないので、具体的な内容
があるなら、書いてほしい。
　また、財源確保が決まらない状況で、緑のまちづく
り基金の処分のガイドラインの10月運用は本当に大
丈夫なのでしょうか。

15

　P13の「緑のまちづくり基金処分の考え方」につい
て、みどり審議会で話されたのは1回。研究したとは
言えないでしょう。
　市街地の緑の保全のみに活用する、としていたも
のを覆したことについては評価できますが、市民に
公表しておかないと、禍根を残し、充実の時に市民
から合意がとれないのではないでしょうか？

　国の社会資本整備総合交付金は、特別
緑地保全地区に使途が限定されるものでは
なく、まちづくりにおいて幅広く活用できる
交付金です。今後の特別緑地保全地区指
定においても積極的な活用を検討しており
ます。
　また、「（仮称）茅ヶ崎市緑のまちづくり基
金運用ガイドライン」については、緑地取得
の優先度を明確にするとともに手続きの透
明性を確保するためにしっかり検討を進め
たいと考えており、十分議論を重ねた上で
作成し運用してまいります。

景観みどり課
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16

・重点施策3について
　24年度の取り組み目標としての保全管理計画は
策定できなかったのであるから、評価がＣであるの
はおかしいと考えます。特緑になったのであるから、
市が設置した浄化槽の維持管理をすることは当たり
前です。
　課題と今後の方向性はこれだけですか。23年3月
に特緑に指定した時に行っているべき地域への周
知や看板等は、実行されて当たり前のことです。今
後の清水谷の保全管理や保全活動をしてくれてい
る市民団体と協定等の課題はないのですか。年間8
千円の補助金で、毎週持ち出しで保全活動を行っ
ている清水谷を愛する会との関係を改善してくださ
い。
　公園緑地課の予算として、清水谷の保全に係る借
地料12,330千円が計上されているが、借地ではな
く、負担金という協定書を結んだと聞いているが、ど
のようになっているのでしょうか。

17

　「清水谷の保全計画を12月までに作る」となってい
る。当初の約束は平成24年度末であり、遅れた原因
には触れられていない。特別緑地保全地区指定は
今後も続くのだから、原因を明らかにして手を打つ
必要がある。
　今回の12月策定という目標も、何を根拠に12月に
できるのか、逆になぜ12月まで時間を要するのか疑
問が残っている。
　ちなみに、理由について平成25年3月13日のみど
り審議会においては、「「清水谷を愛する会」側が協
議のテーブルに着かないため」と、事務局の景観み
どり課長が発言しています。

18
　清水谷に関しては24年度のC評価は妥当だと思
います。昨年度までとは異なり今年度は保全に向け
ての取り組みを積極的になされていると思います。

19

　「平成24年度の取り組み目標」として、「周
辺の保全すべき貴重な自然環境に配慮し
た青尐年の野外研修施設の導入に向け
て、関係課と意見交換を行いながら情報の
共有を図り、また、継続して検討するため、
茅ヶ崎市総合計画第2次実施計画に位置
づけます」と設定しました。
　取り組みとしては、教育委員会内部検討
会議に景観みどり課・スポーツ健康課・公園
緑地課・広域事業政策課・環境政策課が出
席し、青尐年をめぐる野外活動の環境の変
化や、保全すべき貴重な自然環境の現状
などについて情報共有や意見交換を行い
ました。
　また、継続して慎重に導入施設を検討す
るため、総合計画第2次実施計画に「野外
研修施設検討・整備」事業の位置づけを行
いました。
　設定した目標に対して、「概ね項調に進ん
でいる」と判断したため、Ｂ評価としたもので
す。
　また、市民の森の予算につきましては、み
どりの基本計画に位置付けられた都市林と
しての整備に向け25年度について相続発
生に伴う地権者からの買い取り要望に沿
い、用地を購入するものです。

景観みどり課

・重点施策4について
　何も進んでいないのが現状ですね。事業実施時
期が28年度からでも、もっとしっかり検討してくださ
い。Ｂという評価は納得できません。市民の森はお
金をかけていますが、25年度の整備事業（35,056千
円）は何を行うのでしょうか。清水谷のために何をし
たかであると思いますが。

　清水谷の保全管理計画については、長年
にわたり清水谷で保全活動を行っていただ
いている「清水谷を愛する会」と共通認識の
うえ作成する必要がありましたが、十分な協
議を行政側で設定することができず、未作
成となりました。
　平成25年度は、「清水谷を愛する会」の保
全活動における作業をベースに現在までの
活動内容や市の考え方もしっかりと示した
上で、再度共通認識を持つために12月まで
という時間を頂いておりましたが、12月時点
では未作成となっており、遅くとも平成25年
度中の作成を目指します。

景観みどり課
公園緑地課
教育政策課
青尐年課
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20

・重点施策5について
　コア地域としての平太夫新田は、現在「相模川の
河畔林を育てる会」が保全管理している地域（国所
有地）だけではなく、以前のままの民有地の水害防
備保安林もあります。24年度の取り組みの目標自体
がおかしいのだと思います。
　国所有地の移植林等の場所は、茅ヶ崎市が占用
許可を取っている土地であるため、茅ヶ崎市が責任
を持って保全する場所です。国所有地だけではな
いので、保全管理計画を策定するなら、国との協議
だけではないことになります。国との連絡体制を形
成すると書かれていますが、そんな体制が必要なの
ですか。
　評価はＥの「今後積極的な取り組みが必要」と考え
ます。

21

　平太夫新田を特別緑地保全地区の予定地とする
ならば、この課題や方向性も違った内容表現になる
と思います。特緑予定地については根拠がなさ過ぎ
で、P19,20,21を読むと特緑指定を真剣に考えてい
るのかどうかも疑いを持ちます。

22

・重点施策6について
　「相模川の河畔林を育てる会」は、水害防備保安
林移植後、管理が必要なので、市民が公民館で講
座を開催し、団体を立ち上げ、活動しています。本
来は茅ヶ崎市が国から占用している場所なので、全
面的に保全活動には協力、支援するとの話でした
が、現在ほとんど何も支援はされておりません。特
に河畔林に生息しているオドリコソウやタコノアシ、
オトギリソウ等のための柵や看板の設置をお願いし
ておりますが、何もされていないのが現状です。評
価のＣは、何がある程度進んでいるのでしょうか。

23

・重点施策7について
　年に数回の保全活動だけで大丈夫なのでしょう
か。特に次の特緑の候補地ならば、今後のスケ
ジュールを整備し、隣接の樹林地等の保全管理も
視野に入れるべきと思います。特に保全活動をする
人が、現在清水谷や柳谷で保全活動をしている
方々であるため、今後の保全管理体制にも課題が
あります。
　年１回でも保全活動をしている人たちが一同に会
して、1年間の保全管理計画についての話し合いや
多くの人に活動に加わって行く体制を検討する必
要があります。
　公園緑地課の予算は、赤羽根斜面林のもので、
赤羽根十三図とは地域が別であるため、この記載
はおかしいと思います。

24

　赤羽根十三図の保全作業については「清水谷を
愛する会」の有志が多く参加されています。もう尐し
呼びかけをして保全作業に関わる人を増やす努力
が必要と思いますし、そのためには保全をしている
現在の人にも理解できるように話し合いの場を設定
してほしい。24年度にそれが行われたと思えない。
源流のある雑木林の保全についても力をいれてほ
しいという提案も受け入れられたと思えない。

25

・重点施策8について
　現状の打開ができないため、現在の長谷の管理を
出来るようにすることが必要です。今後、転売される
場合を考え、茅ヶ崎市の関わり方を考えておく必要
があります。

26
　長谷の保全管理計画も他地区同様ない。話し合う
という場もありません。小関学院所有の土地も、それ
以外の樹林地についても同様と思います。

景観みどり課

　国から占用許可を受けている地域につい
ては、保全活動をしていただいている市民
と協議の上、自然環境の重要性、貴重性に
ついて周知を図ってまいります。
　「国との連絡体制の形成」とは、国と活動さ
れている市民、市の各関係者が連絡調整を
行う場を設定することを想定しています。
　なお、平太夫新田については、現在のとこ
ろ茅ヶ崎市みどりの基本計画における特別
緑地保全地区指定候補地にはなっておりま
せん。

　保全活動の回数や話し合い、活動体制に
ついては、現在活動されている市民と意見
交換を行い、今後の方向性を決めてまいり
ます。
　また、公園緑地課の予算部分について、
ご意見にもあります斜面林部分はコア地域
の範囲外ですが、昨年度ご寄付をいただい
た斜面林について、市として予算を計上し
保全管理を図っていく考えをお示ししたいと
考え、参考として掲載いたしました。
　しかし、ご指摘のとおり斜面林は計画上の
コア地域である赤羽根十三図とは別の地域
であり、かえって市民の方に誤解を与えてし
まうような記載となってしまったことについて
は反省すべき点です。

環境政策課
景観みどり課

景観みどり課

　長谷に関しましては、土地所有者による事
業の進捗等について情報交換を行っており
ます。今後も当該地の自然環境上の重要性
を十分に説明し密な情報交換を行っていく
とともに、土地所有者のご理解を得ながら定
期的なモニタリングや移植した植物の活着
状況の確認に努めてまいります。
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27

・重点施策9について
　取り組みの目標も周知だけであり、具体的で積極
的な働きかけをしなければ、耕作放棄地の解消は
無理でしょう。また、総合的にこのコア地域をどのよ
うに保全していくか、具体的な方法を検討すべきで
す。湿地とともに広葉樹林の保全も働きかけをして
ほしいと思います。
　細流の保全は、23年度に復元作業をしてから、市
民が保全管理をしています。各担当課が連携で保
全を図るのであれば、スケジュールや保全内容を提
示してください。
　特に行谷は、予算が何もついておらず、市民が復
田や細流の保全管理をしていても何も支援をする
つもりがないのはどうしてか、お聞きしたいです。前
回の審議会の評価で予算を付けるべき施策になっ
ているにもかかわらずです。評価がＣなのは納得で
きず、Ｅの今後積極的な取り組みが必要です。

28

　行谷の細流は今エコワークが保全管理していま
す。行政から支援されていると思えません。草刈りを
行った、と連絡しても何の反忚もありません。行谷の
休耕田を貸してくる地権者がいないという説明でし
たが、市民が直接お願いして、借りられている事実
が3例もあります。何故行政で行うとうまく行かないの
か、課題を整理したほうがよいと思われます。
　また、この場所には保全管理の予算がありませ
ん。何故なのか明確な返事をお願いします。

29

・重点施策10について
　取り組みの概要が他の内容に比べると大量に書
いてありますが、県立里山公園内の話であり、県が
立てた里山保全管理計画に則って実施されている
ことが分かります。
　公園だけでなく、周辺の地域も含めて保全を図る
ための茅ヶ崎市としての独自の計画を作成すべき
です。里山公園保全管理計画は、大まかな方向性
だけで、実態に即した保全管理は検討・実行してい
るのであれば、その内容が公表されるべきではない
でしょうか。
　また、この保全管理の方法や協議のシステムがう
まくいっているということであれば、茅ヶ崎市も景観
みどり課としてそのシステムを取り入れ、実施してほ
しいと思います。

30

・重点施策11について
　柳谷周辺の地域の方々に何が周知されているの
でしょうか。この重点施策は、各家々で持っていられ
る今まで生活の中で利用してきた屋敷の背景に
あった樹林（屋敷林）の保全するためのものです。
そのための施策は行なわれておらず、生け垣補助
は茅ヶ崎全てに対忚した施策です。
　まとまった樹林を維持管理してくれる家に対する
緑の効用、景観上などから検討・実施してください。
　評価はＣでなく、Ｅです。

31

　柳谷は県が保全管理計画を立案し、協議会も立
ち上げて、それで保全管理ができていることは喜ば
しい。このように詳しく説明文があり、説得力がありま
す。この手法が良いと判断しているならば、他の地
区でも活用したらいかがでしょうか？

　保全管理の予算については、コア地域全
体で利用できるように考えております。
　耕作放棄地の解消事業につきましては、
本市として様々な事業を展開し、結果として
耕作放棄地化、遊休農地化の未然防止に
つながっているものと考えております。具体
的には、耕作ができなくなった農地に関し
て、意欲ある地域の中心経営体に農地を集
積し、営農環境の継続を図ることや、地権
者が市民農園を開設する際の手続き、区画
割、募集等の支援、農家の体力の低下を補
うための援農ボランティアの斡旋等が挙げら
れます。
　耕作放棄地を発見し、地権者に声掛けを
行うも、日蔭等条件が非常に厳しい場所が
多く、解消後の活用方法が見いだせない土
地も多くあります。また、他人には貸したくな
いと考えておられる地権者もいらっしゃいま
す。そういった中で、どうしていいかわからな
いという地権者の方々に、市としてお手伝い
させていただくことができることを、今後ともＰ
Ｒしてまいりたいと考えております。

農業水産課
景観みどり課

　コア地域としての柳谷は、ほとんどが里山
公園のエリアとなっており、既に神奈川県が
作成した「茅ケ崎里山公園里山保全管理計
画」に基づいて保全管理が行われていま
す。
　市としては、重複した計画を市独自で作
成するのではなく、既存の計画に基づいた
活動に関与していくことで保全を図っていく
こととし、保全管理計画の策定については
他のコア地域について優先的に検討してい
くことを考えております。
　柳谷の保全管理については、公園の指定
管理者である神奈川県公園協会と、市民団
体である「茅ケ崎里山公園倶楽部」が主体
となって実施しております。他のコア地域で
は従来から市民の方が中心となって保全管
理をしていただいております。他地域にお
いて柳谷と同じシステムを取り入れるかどう
かについては、各地域の特徴や現況等を
踏まえ、既に各地で活動されている市民とも
協議をしながら検討していきたいと考えてお
ります。

景観みどり課
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No. 意見 担当課 回答

32

・重点施策12について
　24年度の取り組み目標にある養浜事業の中で、
海岸植生に配慮した内容はどうなったのでしょうか。
ダムにたまった土砂をトラックで運んでくる事により、
内陸性の植物や外来種が増えて海浜植生に影響
が出ています。長年この方法を続けていますが、一
時的な養浜をするのではない方法をこのあたりで県
と協議すべきではないでしょうか。
　唐突に出てくる「植栽帯」は、柳島下水処理場へ
の進入道路を作るためにコア地域の松林を伐採し
たときの代償として、景観みどり課が県と交渉して作
り出したものです。その時に誰が管理するのかとの
市民の質問に、景観みどり課が海浜植物を移植・管
理していくと明言されたはずです。何の展望もなく
引き受けたのでしょうか。課題の中にある「職員によ
る定期的な作業が難しいため、管理の方法につい
て検討する必要がある」は、今さらおかしいのではな
いですか。
　柳島キャンプ場の中の保全エリアの保全管理スケ
ジュールや2階の自然環境展示については、市民と
公園緑地課が話し合いを行いながら現在作り上げ
ています。

33

　柳島はキャンプ場ができ、この地区内保全管理計
画は概ね進んだと思います。
　道路のため柳島地区飛砂防備保安林約950㎡の
解除を行いました。その時の交換条件で同じ面積
の空き地の保全を約束し、その一部が柳島記念館
の植栽帯であり、そこに海浜植物を移植したと記憶
しています。市民の反対を押し切っての行政判断で
した。今さら管理できないというのは疑問です。やる
しかないのでは？チガヤを移植した場所、クロマツ
を植えた場所の検証も併せて行ってほしい。

34

　コア地域保全に150万の予算が付いたようです
が、保全団体があるのは清水谷だけ。他にはないと
思います。150万をどのように活用するつもりなの
か、教えてください。また柳谷につかない理由は理
解できますが、行谷についていない理由も明らかに
してください。

景観みどり課
頄番27、28でも回答させていただいたとお
り、保全管理の予算についてはコア地域全
体で利用できるように考えております。

No. 意見 担当課 回答

35

・目標3について
　この担当課の文章では何が実施されたのか、わか
りません。データを算出するのは25年度かもしれな
いが、それまでの間に何をしたかではないでしょう
か。評価ができません。

景観みどり課

　具体的な施策は重点施策の中で説明して
おります。様々な事業を展開した結果として
緑被面積を確保するという目標設定をして
いるもので、この目標設定をその都度変え
ることは計画の設計上そぐわないものと考え
ます。

36
・目標4について
　毎回同じ施策が書かれており、24年度は特に何を
したのでしょうか、これでは評価ができないでしょう。

農業水産課

　具体的な施策は重点施策の中で説明して
おります。様々な事業を展開した結果として
経営耕地面積の減尐を最小限に抑えるとい
う目標設定をしているもので、この目標設定
をその都度変えることは計画の設計上そぐ
わないものと考えます。

農業水産課
景観みどり課

　県による養浜事業は高潮対策のために行
われております。これは、海岸が侵食された
場合に、高潮等による被害が増大する事を
防ぐため砂浜を広げることを主眼としており
ます。
　海岸侵食につきましては、海岸工作物に
よる流砂の阻害や、相模川にダムや堰が建
設され、砂の流出量が激減したにもかかわ
らず、海流による砂の移動だけが発生し、
海岸の侵食の原因となっています。
　現在の海岸の養浜事業は海岸工作物に
よるものではなく、粒径を考慮した養浜材の
投入により海岸の回復を行っております。
　とはいえ、海岸に内陸性植物や外来種の
植物が増殖することは本来の海岸のあり方
ではないため、海浜性植物の保護のため、
県と協議を行ってまいります。
　柳島記念館の植栽帯については、職員に
よる定期的な管理が難しいとしていますが、
現在は柳島記念館のご協力により外来種の
除去等を実施していただいております。
　海浜植物の移植については今後も継続し
て実施していきます。

施策の柱1．2　コア地域をつなぐみどりの保全と再生

-110-



No. 意見 担当課 回答

37

　テーマ、施策の柱、目標の関係性に問題がある。
「コア地域をつなぐ緑の保全と再生」の施策に対し
て、①市域全域の緑被面積と②経営耕地面積の２
点で論じるのはおかしい。コアをつなぐ回廊の役割
を果たしている場所を示して、その減尐を食い止め
る努力なら整合性は取れる。
　①市域全域の緑被面積として出すなら、テーマ２
の２．１「市域全体の自然環境保全に向けた土地利
用のルール作り」に掲出すべき。また、②経営耕地
面積で、職業としての農業は重要だが、自然環境の
保全施策としては耕作放棄地を畑や田んぼにする
ことが自然環境の保全に寄与するとはいえない。考
えられる解決策としては、コア間の回廊の役割を果
たしている場所を示して、その減尐を食い止める策
を考えることが重要。最も確実に実施できる方策とし
て、コア間にある公有地の生物多様性の向上を図
り、効果的にコアとつなぐ。例として、公園の生物多
様性の向上を図ったり、市と地域と学校が協力して
学校に樹林や草地、水辺などを配したビオトープを
作り、正しいビオトープのあり方を学ぶ場であり、コ
アとつなぐ回廊の一助となる場所を作ることなどが
挙げられる。
　また、耕作放棄地の湿地環境は生物多様性の保
全にとって非常に重要な場所であり、行政の借り上
げの検討や、市民団体による借りあげの後押しを行
政がする。

農業水産課
景観みどり課

　農業水産課としては、職業としての農業を
最重要と考え農業振興のための事業を展
開しております。
　したがって、耕作放棄地の湿地環境保全
のために土地を借り上げるということは農業
行政としては考えておりませんが、農業振
興に伴う自然環境への影響、効果について
は共通認識を持った上で事業に取り組んで
まいります。

38

・重点施策13について
　この重点施策の意味が理解できていないのでは
ないでしょうか。各課が自分の取り組みを挙げてい
るだけでは目標達成には程遠いと昨年審議会から
指摘されたにもかかわらず、今年も何の改善もされ
ておりません。これでＢ評価なのは理解できません。
「コア地域をつなぐみどりの一体的な保全・再生」の
施策を関係各課で検討し、施策の取り組みを実施
してください。
　特に「海岸や河川などのみどりの保全について、
みどりの基本計画の施策推進等を関係課や市民団
体と連携して行いました。」とありますが、何をされた
のでしょうか。

農業水産課
景観みどり課
下水道河川
建設課

社会教育課

　コア地域をつなぐみどりの保全・再生につ
いては、対象となる取り組みが多岐にわた
り、所管課もまたがる中で、協力・連携すべ
き部分がある場合には一体的な施策の実
施を意識し、関わりを持てるよう、情報共有
の強化などさらなる取り組みが必要であると
認識しています。一方で、それぞれの課が
位置付けられた施策をしっかり実施していく
ことで一体的な保全・再生を実現することが
理想的であると考えます。
　海岸については、海浜性植物の育成・移
植を協働推進事業にて実施し、小出川の河
川占用部分については、2団体が行う事業
の後援を行いました。
　遊水機能土地保全事業では、浸水対策と
して遊水機能を有する土地に補助金を交付
し、その保全に努めています。その結果、市
内の水田等の保全につながり、コア地域に
隣接する芹沢約167,000㎡をはじめ、調整
区域8地区約376,878㎡、市街化区域10地
区約38,615㎡、合わせて約415,493㎡の保
全に寄与しています。

39

　P34について、「文化資料館の移転事業において
公共施設の緑化の方針を踏まえて、計画を進めま
す」のように記載したほうがよいのではないでしょう
か。説明が不足しすぎと思います。

景観みどり課
社会教育課

　説明不足により分かりやすさに欠けた内容
となってしまったことは反省点として、いただ
いたご意見を受け止めたいと思います。
　文化資料館の移転整備事業については、
社会教育課が関係各課と協議し、緑化や周
辺の自然環境に配慮した事業の推進を図り
ます。
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40

・重点施策14について
　24年度の取り組みの最後の部分「茅ヶ崎市緑の保
全・・・・・条例の改正内容を検討してまいります」とい
うのは、単純な記述間違いだと思います。
　「人・農地プラン」を市民に分かるように公表してほ
しいし、そのプランの中で茅ヶ崎市が農業をどのよう
にプランしているか、書いてください、それでないと
内容が判断できません。

41

　P37について、農業水産課は目標を明確にしてそ
れに向かって自信をもって、進んでいるように見えま
す。「人・農地プラン」を是非読ませていただきたく
お願いします。

42

・重点施策15について
　耕作放棄地の再生に向けた事業は進んでいない
ため、現在の耕作放棄地をどのように生物多様性の
保全をしていくか、対策を取ってほしいと思います。
そのために長年耕作放棄地になっている水田等の
草刈りを年に1～2回するだけでも生物に対する良
い影響はあります。
　また、解消時に環境政策課や景観みどり課が立ち
会うことになっていますが、耕作放棄地の解消の時
のルールがあるわけではなく、何を元に作業を進め
るのでしょうか。
　取り組みの概要に出ているサツマイモは良くて、
何が悪いのでしょうか。市民が理解できるルールづ
くりが先ではないですか。

43

　P39について、解消作業が発生した場合、環境政
策課と景観みどり課の職員が指導に来ることが書か
れていますが、生物多様性の観点の根拠がないの
に、作業する市民が簡単に納得すると思えません。
　冬期湛水の試みはよかったと思います。課題や調
査結果、どのようなメリットがあるのかなど、市民が続
いてできるようなPR活動が必要と思います。

No. 意見 担当課 回答

44

・目標5について
　23年、24年は条例改正をお願いしていても取り
合ってもらえず、2年間は空白となっていました。今
年度から取り組むことになったので、後発の良さを
発揮し、出来るだけ茅ヶ崎独自の自然環境を保全
できる画期的な内容の策定を期待しています。
　エコワークで勉強会を開催し、条例の内容につい
ての提案を随時しています。茅ヶ崎市では自治基
本条例が施行され、現在は市民参加条例を策定し
ており、条例や計画は市民参加で行うことになって
います。ぜひ、策定過程でも有意義な多くの市民の
意見を入れた方法を考えてください。

景観みどり課

　条例の改正については、現在骨格を検討
しており、今後具体化できた時点で、審議
会及び市民との意見交換を行ってまいりま
す。

テーマ2　市域全体の自然環境の保全・再生の仕組みづくり

施策の柱2．1　市域全体の自然環境保全に向けた土地利用のルールづくり

　「平成24年度の取り組み目標」にある条例
の記載については、ご指摘のとおり誤りです
のでお詫び申し上げます。
　「人・農地プラン」は、高齢化や後継者不
足、耕作放棄地の増加など、「人と農地の
問題」の解消のため、市内を4地域に分け、
それぞれの地域で中心となる経営体を地域
の農業者の方々とともに定め、耕作できなく
なった農地を中心経営体に集積し、それぞ
れの地域の農業を継続させていこうとするも
のです。よってその内容は、中心経営体が
誰なのか、どの中心経営体にどれだけの農
地が集積されているかということを明記した
ものとなっています。多くの個人情報が掲載
されているプランであり、農林水産省から依
頼があり、記載例として4地区のうちの小出
地区のプランの概略が同省のホームページ
に掲載されておりますので、ご参考にしてい
ただければと思います。

農業水産課
景観みどり課

　農業政策として、耕作放棄地の生物多様
性を保全するための活動は、農業を営むこ
ととは相反するものであり、そのための活動
は行いません。耕作放棄地を解消し、農業
を再開するとなった場合には、作業開始前
に環境政策課、景観みどり課と立ち合い、
相談をすることとしていますが、物理的に相
反する活動となることから、農業者と相談し
ながら、営農の支障がない範囲での保全の
可能性を探ることになると考えております。
よって、事前にルールを定めることは適さな
いと考えております。
　冬期湛水の取り組みについては、生物多
様性もさることながら、営農の観点も重要視
し、メリット、デメリット、課題等探っていきた
いと考えています。

農業水産課
景観みどり課

　農業政策として、耕作放棄地の生物多様
性を保全するための活動は、農業を営むこ
ととは相反するものであり、そのための活動
は行いません。耕作放棄地を解消し、農業
を再開するとなった場合には、作業開始前
に環境政策課、景観みどり課と立ち合い、
相談をすることとしていますが、物理的に相
反する活動となることから、農業者と相談し
ながら、営農の支障がない範囲での保全の
可能性を探ることになると考えております。
よって、事前にルールを定めることは適さな
いと考えております。
　冬期湛水の取り組みについては、生物多
様性もさることながら、営農の観点も重要視
し、メリット、デメリット、課題等探っていきた
いと考えています。

農業水産課
景観みどり課
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45

・目標6について
　目標の達成状況には、長々と今までの事が書か
れていますが、24年度に委託事業で策定することに
なっていた生物多様性地域戦略が、自然環境再評
価調査の結果としてあれば、何ら問題がなかったも
のです。それにもかかわらず、再評価調査の結果報
告はコア地域のこれからの調査範囲を決めただけと
いう中途半端なものとなりました。これから調査・研
究を行い、自然環境上重要な地域についての位置
づけを検討するとしているが、既に結果は出ており、
生物多様性地域戦略を策定し、早急な保全を実施
してほしいと思います。

景観みどり課

　生物多様性地域戦略については、実効性
のある施策とするために、本市における戦
略の目的、効果を明確にした中で、新たに
策定された生物多様性性国家戦略2012-
2020や地域戦略策定のガイドライン等を踏
まえた検討を行う必要があると考えておりま
す。これまで市が行ってきた調査・研究が施
策の実行に効果的、効率的に作用する策
定手法を検討するところから行ってまいりた
いと考えております。

46

・重点施策16について
　2年間の空白後、条例の改正に向けた具体的な動
きがされているので、コア地域も再評価調査でプラ
スされた城之腰や汐見台、まちのみどりなど、多くの
自然環境が保全・再生されるツールとなる条例を望
みます。

景観みどり課

　頄番44でも回答させて頂いたとおり、条例
の改正については、現在骨格を検討してお
り、今後具体化できた時点で、審議会及び
市民との意見交換を行ってまいります。

47

・重点施策17について
　再評価調査は既に終わっておりますが、この調査
結果を元に調査・研究を行い、位置づけを検討する
としていますが、いつの時期に誰がどのように検討
するのか、明確にしてください。再評価調査検討会
の元メンバーに対する働きかけが色々ありますが、
その方法や人選も定かではないため、市民の間で
も疑問が出されています。
　課題と今後の方向性にあるコア地域の範囲や保
全する優先項位などを検討するとしていますが、コ
ア地域の範囲は、重点施策1にも書いたように、狭く
しないでください。また保全する優先項位とは、湘南
海岸保全配慮地区等の話だと解釈しましたが、よろ
しいでしょうか。
　この地区とは、特別緑地保全地区だけでなく、
茅ヶ崎市が保全すべき地域を指定し、そこに地権
者に対する優遇措置や規制等をかける地域の指定
だと思います。市民に分かるように今年度の方向性
を書いてください。

景観みどり課

　自然環境評価再調査の方法については、
次回実施までに再考すべき点の洗い出しを
行い、改善を目指します。
　コア地域の具体的な保全範囲について
は、別途検討してまいります。
　なお、この施策における「保全する優先項
位の検討」とは、特別緑地保全地区、コア
地域及び特別緑地保全地区候補地であり、
湘南海岸保全配慮地区を指すものではあり
ません。

48

・重点施策18について
　この施策は、環境基本計画のページ92の庁内に
おける推進体制の中の庁内横断的組織（プロジェク
トチーム）を念頭に置いて書かれた重点施策です。
この組織は、①相互の連携による事業の推進②責
任部が予算の要求③迅速な行動へと移れる機動力
ある組織④事業が進まない原因の究明、対処を行う
と書かれていますが、現在はまがりなりにも出来てい
るのは①のみで、この内容とは似ても似つかない状
況で、ぜひ、改善をしてほしいと思います。評価はＣ
でなく、Ｅの「今後、積極的な取り組みが必要」だと
思います。
　この事から、一番重要であり、評価が行われている
システムが書かれている第5章がどのように実現され
ているかも、審議会として十分議論すべきではない
かと思います。

49

　P44について、自然環境庁内会議の情報は環境
審議会だけでなく、みどり審議会でも報告してくださ
い。また、庁内の情報共有だけでなく、環境基本計
画、みどりの基本計画の履行のために論議できる場
所であってほしいと思います。

　自然環境庁内会議は、貴重な自然を有す
る地域の土地利用について、関係各課で事
前に情報共有を行うことを目的としておりま
すが、現在、それぞれが所管する施策の情
報共有だけでなく、自然環境に関する施策
に関して多くの意見交換ができる場となって
おります。

景観みどり課
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・目標7・8、重点施策19・20について
　共に最初の目標１で行った委託事業の中にあり、
その成果が出ていれば、策定されていたものです。
お金を使った委託事業を有効なものとし、どのような
策定をするのか、早急にスケジュールを出してほし
いと思います。
　また、取り組みの概要に同じ文言をいたるところに
書かないでください。やっていないものはやってい
ないので、これからどうするか書いてください。

51

　P46について、市民の全面参加による自然環境評
価調査は他市にはなく誇れること。それを活用すれ
ば、生物多様性の地域戦略は策定できると思いま
す。茅ヶ崎市の希尐種のある地域は保全されるべき
でしょう。それはコア内とは限りません。その環境を
できるだけ多く残すことが大切です。また外来種が
入ることも生物多様性地域戦略に記載することで、
ある程度抑制できるのではないかと期待していま
す。
　23年度のコンサルタントへの委託事業を無駄にせ
ず早急に策定してほしい。

52

　生物多様性の保全・再生のためのガイドライン作
成に関して、一律のガイドラインができるものか？イ
メージがわからないのですが。
　事業所に対しては、個別にみどり課などで出向
き、こういうことをすると生物多様性が上がるという説
明をする。事業所の場所により効果的な方法が違
う。その結果一定のラインを超えると茅ケ崎市生物
多様性貢献事業所といった名前で表彰し広報に取
り上げる。（評価方法の例…在来種数プラスより良い
環境を表す指標種がいるかどうかなど）
　市民に対しても同様に、各家庭も表土の保全をし
ていたり、在来草地があったり、もともといた生きもの
が利用する池があるなどしたら助成する。新規に造
る場合も助成する。
　広報を有効に使って生物多様性の意味や効果を
シリーズで伝えていく。市民の思い違いなどで生物
多様性を低くすることが多いので具体的に市民の
取り組みを専門家等で書いて周知する。（草は悪者
にされていますが、草地の重要性なども広報で知ら
せ尐しでもわかる人を増やしたいものです。南部で
はバッタのいる草地がもうなくなりそうです。）

53

　（仮称）茅ケ崎市生物多様性地域戦略の策定に
関して、他の行政をみても、策定しても動かない場
合が多い。そのため例えば公有地において生物多
様性の向上を図る、各家庭に庭がある場合に同様
に生物多様性の向上を図るなど、まず財政がなくて
もやれることから動かしていくことが大事。

施策の柱2．2　生物多様性の保全方針の策定

景観みどり課

　頄番45でも回答させていただいたとおり、
生物多様性地域戦略については、実効性
のある施策とするために、本市における戦
略の目的、効果を明確にした中で、新たに
策定された生物多様性国家戦略2012-
2020や地域戦略策定のガイドライン等を踏
まえた検討を行う必要があると考えておりま
す。これまで市が行ってきた調査・研究が施
策の実行に効果的、効率的に作用する策
定手法を検討するところから行ってまいりた
いと考えております。
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（目標15）
・ちがさきエコシート（環境家計簿）について
　エコシートは多くの家庭ではその存在は知ってい
ても実際はあまり利用されていないのではと感じま
す。そんな状態でのアンケート集計は環境に熱心な
家庭だけで市民全体の状態を反映しているとは言
えないのではと危惧します。まずは家庭での省エ
ネ、節電について市民に対してもつと認識を深める
必要があると感じます。例えば省エネルギーセン
ターでは家庭でのいろんな形での省エネ、節電対
策についてのパンフレットを作成しています。茅ケ崎
市でもそれを利用するとか、センターから協力を受
ける等によりそれらの情報を利用し市民に対する啓
発活動を更に深めて行き、その結果としてエコシー
トもより使いやすいものにして実質的に家庭の省エ
ネ意識、省エネ効果が高まることになるのではない
でしょうか。

・「ちがさきエコファミリー制度」について
　この制度はどんな制度なのでしょうか。関係者の
方は当然知っておられると思いますが一般市民も
読む報告書としてはその概要でも注釈等で説明し
た方が良いのではないかと思います。そうでないと
一部関係者だけの報告書で終わるのではと危惧し
ます。

環境政策課

　家庭における省エネ・節電行動の推進
は、市域の省エネルギー化に向けた大事な
要因の一つと捉えています。「ちがさきエコ
シート（環境家計簿）」はエネルギー使用の
「見える化」を図り省エネ行動を促すツール
の一つで、本課窓口での配布に加え、各種
アンケート調査などとともに広く市民の方々
にお渡ししているところですが、一概に回収
率が良いとは言えない状況にあります。
　今後、エコシートについてはより気軽に取
り組めるような様式への変更を図るとともに、
現在構築を進めているポータルサイト「（仮
称）ちがさきエコネット」で、インターネット上
からエネルギー使用の「見える化」とデータ
報告を可能にし、家庭の省エネについて情
報をより的確に把握できる環境作りを進めて
いきます。
　また、「ちがさきエコファミリー」は、上記の
エコネット制度の趣旨に賛同し、会員登録
をしていただいた個人や世帯の総称となり
ます。いただいたご意見のように、報告書の
記載方法については市民の方が容易に理
解できるよう、より丁寧な記載をしていくよう
努めてまいります。

No. 意見 担当課 回答
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・目標17について
　C-EMSは、環境政策課のレターで周知が図られ
ていることが分かりますが、年間を通じてではなく、
どうして7月から12月の間で発行がされているので
しょうか。
　レターの中にある、ちょっとした提案がすごくいいと
思いますが、それをどのように各課が実施している
のか、成果を示してほしいと思います。例えば、お
弁当を買う時のレジ袋などは、本来は業者を指導す
べきと思いますが、もらわなくなった職員が増えたの
かどうか、審議会のリターナブルビンについても他
の審議会ではどうなったか、調査してほしいです。
　生物多様性や地球温暖化の学習機会の提供が
十分ではないと記されておりますが、市民との共催
である「みどりの対話集会」等も研修の一環にすれ
ば、わざわざ別途設定しなくてもいいのではないか
と思いますが、検討してください。
　以前から職員の研修に関しては市民と一緒の研
修をしたら成果が上がるのではないかと提案してお
ります。そこでの意見交換等があれば、市民と共通
の情報を得られ、お互いの理解が得られ、事業の
実施にも良い結果が得られることができるのではな
いでしょうか。

職員課
環境政策課

　C-EMSレターには明確な発行時期がある
わけではなく、環境に関する取り組みとして
庁内向けに周知・伝達すべき内容がある場
合に適宜発行することとしています。
　平成24年度については、前年度の取り組
み報告に向けた各部署への照会及び結果
集計を行ったため、初回号が7月発行となっ
ています。また、上半期（4～9月）の取り組
み報告についても、照会及び集計にほぼ同
様の期間を要するため、地球温暖化防止月
間の周知を含め12月での発行としていま
す。
　庁内における具体的な活動の実践状況に
ついては、調査可能な取り組みの把握に努
めてまいりたいと考えます。
　市民との合同研修につきましては、「環
境」ではなく「防災」をテーマとしたものでは
ありますが、職員の被災地支援報告会を合
同研修として、これまで２回開催しておりま
す。
　しかしながら、市民、職員の意見交換の場
としての研修形式ではありませんので、今後
は双方の「共通認識」、「気付き」の推進を
目的に、ワールドカフェ方式等による合同
研修の開催を具体的に検討してまいりま
す。

施策の柱5．1　本計画推進のための庁内における環境意識の向上と人材育成

施策の柱4．1　「茅ヶ崎市省エネルギービジョン」、「茅ヶ崎市地球温暖化対策地域推進計画」の推進

テーマ4　低炭素社会の構築

テーマ5　計画を確実に進めていくための人づくり
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・重点施策33について
　これまでの研修で、総合的に環境に関するマネジ
メント能力がある職員が育成されたという結果は出
ておりません。特に委員から勉強会で質問が出た専
門的な研修と人事異動の問題では、エキスパート職
員がいるからとの回答でした。たった一人の環境に
おけるエキスパート職員は学芸員としての専門性は
ありますが、マネジメント能力がある方ではありませ
ん。環境を担当する多くの職員が、様々な環境を考
えたまちづくりに関する専門的知識を持って、事業
を推進する必要があります。
　現在は、多くの大学で幅広い環境に関する分野
の学部があります。環境が大切と言うなら、どうして
そのような職員を採用しないのか、疑問です。
　また、管理職もそのような知識・見識のある職員か
どうかの試験をしてから任命してほしいと思います。
新しい研修の方法や取り組みなどを行わずに、評
価Ｂ：おおむね項調に進んでいるということが言える
のでしょうか。

職員課

　環境をはじめとした職員の専門性が求め
られる分野については、職員の希望により
専門的に業務に従事する複線型人事制度
を導入しております。この制度では、当該職
員が専門的業務を担うことはもちろん、他の
職員の専門的知識の修得のサポートをはじ
めとする人材育成も担うこととされており、組
織としての専門性の向上を目指すものと
なっておりますが、運用の見直しを含めて
引き続きより良い制度になるように努めてま
いります。
　また、職員採用におきましては、受験者の
中には環境分野を専門的に学んだ者もお
り、採用の実績もあるため、今後このような
職員が専門的に従事する可能性もありま
す。
　今後につきましては、これらの制度の運用
や職員の専門性、マネジメント能力を高める
研修の充実を図ることにより職員の専門性
の向上を目指してまいります。

57

・資料1のC-EMSレターについて
　茅ケ崎市としては以前のIS014000シリーズから現
在はそれを改良してC-EMSとして環境管理活動を
行っていると理解していますが、その報告をみると
活動実施による削減効果は記載されているものの
その効果の中に経済性の効果が出ていません。ど
んな活動でも経済性は重要な指標ではないかと思
います。

環境政策課

　ご指摘のとおり、C-EMSレターを通じた経
済的指標の記載・伝達は庁内業務における
コスト削減や職員の意識向上にもつながる
と考え、できる限り掲載をする方向で見直し
を行ってまいります。

58

　チームスは面白いですね。あのような雰囲気で市
内の自然環境の情報の共有として「自然の新聞」の
再刉を望みます。社会教育課と景観みどり課と連携
して行ってほしい。昨年もお願いしているので、実
現を待っています。

社会教育課

　「茅ヶ崎自然の新聞」は、文化資料館で活
動する市民の方々の協力を得て編集し発
行していた情報誌で、市民の方からの寄稿
や写真など、茅ヶ崎の身近な自然情報をご
紹介してまいりました。現在は投稿記事の
大幅な減尐に伴い発行を休止しておりま
す。
　文化資料館の移転・整備事業を進める中
で、新たな教育普及活動、社会教育活動と
して自然の情報誌を発行する際は、景観み
どり課と連携して作成いたします。
　また、近年では、より多くの市民の皆様に
情報発信をするために、「広報ちがさき」や
インターネットを通じた情報発信を行ってお
ります。平成22年4月からは「広報ちがさき」
1日号に「茅ヶ崎の身近な自然」を掲載して
います。
　原稿の作成にあたっては、「文化資料館
自然資料整理グループ」にご協力をいただ
いております。また、文化資料館ホームペー
ジで発信している「文化資料館通信」では、
文化資料館で実施した自然史調査や観察
会の実施報告等の情報を随時提供しており
ますので、ぜひご覧ください。
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・目標18について
　目標の達成状況に書いてある事業は、行政が主
催しているものです。その中には行政が行わなくて
もよいと思われる個別の事業があり、検討が必要で
す。「里山はっけん隊」は、多くの市民団体が同じ里
山を使って環境教育を行っております。また、「親子
でエコクッキング」は、中央で一回実施するだけでな
く、各公民館等で行ってもらうように周知すれば、多
くの親子が参加できるのではないでしょうか。
　市民団体が行っている環境事業については、資
料に載っているように参加者数が記載されている団
体が多くあり、提出方法によっては把握できると考え
ます。

環境政策課

　ご指摘のとおり、行政が担うべき範囲の見
直しを行い、市民団体の皆様と行政との役
割分担について随時検討する必要があると
認識しております。環境政策課主催（共催：
神奈川県公園協会、協力：柳谷の自然に学
ぶ会）の「里山はっけん隊！」は県立茅ケ崎
里山公園で実施していますが、柳谷の自然
観察にとどまらず、茅ヶ崎産の農産物を使
用したワークショップや、柳谷以外のコア地
域に関する啓発等、多面的な側面から環境
基本計画の推進に関わるプログラムを実施
していることから、今後も継続的に実施して
いきたいと考えております。「エコクッキング」
に関しては、市民団体や各公民館等で実
施している調理講座で取り入れられて、既
に普及啓発されている事例もあることから、
環境政策課主催事業としての妥当性につ
いて、今後検討していきたいと考えます。
　各市民団体による事業については、より詳
細な活動状況の報告等にご協力いただけ
るよう努めてまいります。

60

・重点施策34について
　「課題と今後の方向性」で、ポータルサイト「ちがさ
きエコネット」を開設するとしていますが、折角開設
するならば、地球温暖化対策を大きくとらえて、環境
に関する情報を行政・市民相互で共有する事を考
えてください。現在、この「ちがさきエコネット」は行
政提案型協働事業として事業が推進しております
が、内容は省エネ等の狭い範囲に限られていると聞
いており、地球温暖化対策は自然環境やまちづくり
の在り方等、広い範囲と思いますので、それに対忚
できる事業にしてください。
　目標18でも書きましたが、環境政策課が予算を
取ってやる事業かどうかの精査が必要と思います。

環境政策課

　この事業に関しては、温暖化に関する行
政・市民相互の知識・視点が必要不可欠と
考えており、行政提案型協働推進事業とし
て進めております。掲載する情報に関しまし
ては、茅ヶ崎市温暖化対策推進協議会及
び協働推進事業者と協議してまいります。

61

・重点施策35について
　「課題と今後の方向性」でエコワークの事を書いて
いますが、何のために新たなメンバーの獲得が必要
なのですか。10年以上が経過したからどうしたという
のですか。何が言いたいのか、意味が分からない書
き方を勝手に書かないでください。
　エコワークは、他の市民団体と違い、特別に活動
費をいただいているわけではありません。自由にな
るお金は１銭もないにも関わらず、環境政策課の事
業として行っている環境フェアや環境市民講座等を
企画・実行する場面で全面的な協力をボランティア
で行っております。また、環境の分野で様々な課題
が明確になった時、その解消に対する提案や担当
課との話し合い等を積極的に行い、エコワーク参加
市民団体と共に、活動・実践を行っています。
　もう尐し、行政内部でもエコワークの本当の姿を周
知すべきではないでしょうか。

環境政策課

62
　P98について、エコワークの新しいメンバーの獲得
を課題と考えているようですので、具体的な提案を
示してほしい。期待をしています。

環境政策課

　環境市民会議「ちがさきエコワーク」の設
置から10年以上が経過し、会員も当初の頃
より大分入れ替わってきております。ここま
で新たな会員の加入がなかなか叶わないま
まに、現会員の皆様がお忙しい中で協力し
合いながら活動し、市の事業におきましても
協働で担っていただいております。社会の
変化と同様に、今後会員の皆様の高齢化な
ども考慮していく必要があります。環境フェ
アや環境市民講座などにおきましても、実
働部分で活動していただける方が増えるこ
とで、会員一人あたりの負担軽減や活動の
効率化を図ることができます。このような状
況から、組織として活動を継続させていくた
めには新たな会員を確保していく必要があ
ると考えております。そして、組織の発展の
ために何が必要かという点は、事務局だけ
でなく市民の皆様とともに方向性を検討す
べき課題と考えます。
　また、行政への様々なご提案もいただい
ておりますことから、異なる立場の方々や幅
広い年齢、様々な経験をお持ちの方にご加
入いただければ、多様なご意見をいただく
ことで、さらにより良いご提案をしていただけ
ることにつながると考えます。

施策の柱5．2　市民・事業者の環境意識啓発・人材育成、活動の支援
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No. 意見 担当課 回答

63

・重点施策36について
　環境学習サイト「ちがさきエコスクール」が開設され
ましたが、各市民団体が行っている環境教育の考え
方やエコワーク等の活動内容等、情報の充実が求
められます。

環境政策課

　本サイトは、各学校が地域との連携による
環境教育の充実を目指し、計画に位置付け
た手法（ガイドブック）を見直して設置したも
のです。
　進捗状況報告書の発行後、環境学習支
援サイト「ちがさきエコスクール」内に、進捗
状況報告書の紹介ページ「知ろう！茅ヶ崎
市内の環境に関する取り組み」を新設しまし
た。その中で、環境市民会議「ちがさきエコ
ワーク」に登録している団体会員の活動状
況として、学校等の環境学習の支援を行っ
ている団体については、その内容を紹介し
ている旨を周知しました。併せて、環境市民
会議「ちがさきエコワーク」のページへのリン
クも設定しています。
　今後も、環境学習プログラムの提供等、学
校関係者に対する情報の充実を図ってまい
ります。

64

・重点施策37について
　スクールエコアクションも各学校が取り組みを独自
で行っており、環境フェアでの発表は素晴らしく、子
どもたちの感性はさすがだと思いました。
　これからは、環境とはなにか、もう尐し広げた学習
ができて、取り組みが広範囲になることを考えてほし
いと思います。

環境政策課

　平成23年度より、学校内での子どもたちに
よる環境活動を推進する「スクールエコアク
ション」を市内全小中学校で導入し、各学校
が個性や地域の特色を活かした取り組みを
それぞれ進めています。
　その取り組み発表を実施すべく24年度中
から協議を重ね、25年度の環境フェア2013
で、市内中学校2校からの活動発表に至り
ました。
　取り組み範囲の拡大について、内容は子
どもたちや学校の意向を尊重する形で設定
しており、当面は子どもたちが自ら考え、行
動した結果あるいは成果を発表する場の提
供という形で支援を継続していきたいと考え
ます。

施策の柱5．3　学校における環境教育の充実
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